
都市計画制度小員会における 

検討状況について 

国土交通省 都市局 都市計画課 

平成２４年２月９日 

第４回 都市農業の振興に関する検討会 

資料１－１ 



Ⅰ 都市計画制度小員会における
議論の概要 



○都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過について（報告） 
 （H23.2 第11回都市計画制度小委員会資料） 

 エコ・コンパクトシティ等、今後の都市政策の方向の実現に向けて、都市計画制度について総点検を行い、
制度見直しについて専門的検討を行うため、平成２１年６月に設置。昨年２月までに１１回開催し、検討事項
を整理。東日本大震災への対応のため中断したが、昨年７月から再開し、本年１月までに１５回開催。    
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都市計画制度小委員会（社会資本整備審議会）について 
 

都市計画制度小委員会のこれまでの検討事項（要旨） 
１ 現在決定されている都市計画を、持続可能な集約型都市構造に向けてどのように見直していくか、見直される
ようにしていくか。（「都市計画の棚卸し」） 

  （略） 
 

２ 分権を前提として、構造的広域的問題にも新たな光を当てる。（「広域」対応の再構築） 
   （略） 
 

３ 都市更新を好機と捉え、土地利用コントロールの非建築を含む対応力と、これによる市街地のメリハリを強化
する。 （成長戦略と両立しつつ、「跡地化」や混在を前提とした計画論、緑地・農地等の的確な位置付け） 

  １）今後の土地利用をめぐる問題と対応の方向性（総論） 
  ２）市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） 
    ・市街化区域の性格付けの変化と空間のメリハリ強化 

    ・緑地の保全と創出 

    ・都市農地・農業の位置付けのあり方 

  ３）建築／非建築のバランスのとれた一体的な密度誘導（実現手段の充実） 
 

４ 都市生活者・利用者側の視点も重視し「官民連携」に根ざした制度運営を推進する。（協定や合意に基づく運
営の仕組の組込み） 

  （略） 



○都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過について（報告） 
 （H23.2 第11回都市計画制度小委員会資料【都市農地関係抜粋】） 
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○市街化区域の空間の再構成の中で、都市農地は、必然性のある（あって当たり前の）安定的な
非建築的土地利用として活かしていく。 

 

○生産緑地地区制度による的確な建築規制等の措置が土台となり、市街化区域の再定義（前述）
に併せた農業政策上の位置付けの見直しなど、農業政策との再結合を図る。 

 

○都市農業の特質に応じた農業が継続できる環境を整備するため、都市農業政策と連携した、農
地と宅地が混在するエリアの空間管理や市民参加型の仕組を目指していく。 

 

○税制上の取扱いの見直しについては、転用が自由にできる状態での他の宅地との公平性の問
題や、都市計画上及び農地制度上の規制水準との関係、農業生産機能の水準、農地所有者の
利用意向との兼ね合いなど、慎重に総合的な見地から検討される必要がある。 

 

○都市的土地利用と農業上の土地利用が併存するエリアにおける両者の調和を目指すシステムと
して、集落地域整備法制度の運用実績を検証しながら、より実効的な仕組を検討する。 

都市農地・農業の位置付けのあり方 

ケーススタディにおいて検討を進める。 

 小委員会では、「市街化区域の空間の再構成」の議論の一部として「都市農業・農地の位置づけのあり方」
に関し検討。現時点において、下記のような意見が出されているところ。 



ケーススタディ ３ 

○ケーススタディの趣旨 

・近年、都市住民の意識として、都市農地を保全すべきとの認識が高まっ
ているほか、地方公共団体のマスタープランに保全を位置付けていると
ころも存在。 

・一方、生産緑地地区に位置付けられた農地でも、様々な要因により減尐
が見込まれる状況。 

・都市農業政策との連携を図りつつ、都市農地と共存した良好な住宅地を
維持するための方策を検討。 

都市農地の評価が高く、保全に向けた 

環境整備を目指すべき地区 

☆ケーススタディ地区は実在する都市を取り上げているが、資料については、議論を進めるた
めに一定の仮定をおき、作成している。 

5 

第１４回都市計画制度小委員会 資料（抜粋） 



 

 

 

○ケーススタディ地区が立地する都市の状況 

《都市の概要》 

・東京都区部の北西に位置。 

・戦前の東京緑地計画に位置づけられたグ
リーンベルトが、昭和４３年の新都市計画
法による線引き導入時に、土地区画整理事
業を施行すべき区域と整理され、全域が市
街化区域となり、宅地化が進んだ地域。 

《都市農地の現況》 

・多くの市街化区域内農地が存在。区内の緑
の約２割を占める。 

・市街化区域内農地の約８割は生産緑地、 
約２割は宅地化農地（平成２1年現在）。 

・平成５年以降、宅地化農地は漸減。一方、
生産緑地もわずかに減尐。 

・区の「都市計画マスタープラン」、「緑の
基本計画」では、市街化区域内農地を、地
域の原風景の一角をなす「ふるさとのみど
り」として保全方策を進めるものと位置づ
け。区民農園や農業体験農園などを開設す
る農園事業を展開中。 

■区全体（人口、世帯：B区住民基本台帳） 

人口（H23.10現在） 695,270人    (H17年比 +3.2％） 

世帯（H23.10現在） 335,761世帯 (H17年比 +7.0％） 

農地面積（B区資料H21） 

宅地化農地 56ha  (H17年比 －19.5％） 

生産緑地 202ha  (H17年比 －7.2％） 

図：東京都土地利用現況調査（平成18年度） 

B-1地区 

農地面積の推移（B区全体） 
出典：Ｂ区資料 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

(ha）

生産緑地 宅地化農地

住民等と区の協働のもとで、屋敷林、雑木林、社寺
林、農地など、ふるさとのみどりの保全やこれらが
一体となった景観の保全を推進するとともに、憩い
の森や農業体験農園などの活用を通してふるさとの
みどりとのふれあいを進めます。 

（Ｂ区都市計画マスタープラン） 

原風景の一角をなす農地は、ふるさとのみど
りの核であるとともに、近年は、都市環境を
守る視点からも重要であることから、農地と
して保全していく方策をすすめます。 

（Ｂ区緑の基本計画） 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

緑被地の内訳（B区全体） 
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○ ケーススタディ地区（Ｂ－１地区）の現況 

《地区の概要》 

・地区面積：約 ４９.７ ｈａ 

・全域が市街化区域。地区内のほとんどは第
一種低層住居専用地域。 

・最寄りの鉄道駅から約２ｋｍに位置。 

・地区内の人口は現在も増加傾向。 

《都市農地の現況》 

・区域の中でも市街化区域内農地がまとまっ
て分布する地区。市街化区域内農地のうち、
約８割は生産緑地地区に指定されている。 

・過去５年間の比較（平成１３年～平成１８
年）では、宅地化農地が漸減。生産緑地も
わずかに減尐。 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

 

図：東京都土地利用現況調査（平成18年度） 図：東京都土地利用現況調査（平成13年度） 

【平成13年】 【平成18年】 

B-1地区の人口推移 

図：B区住民基本台帳より作成 

B-1地区の用途地域 

図：東京都土地利用現況調査（平成18年度） 
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○ 都市農地に対する住民の評価 

・区が実施したモニターアンケートによると、
都市農地が有する多様な機能を背景に、農
地や農業の保全について、回答者の８割以
上が保全すべきと回答。 

・また、市民農園や農業体験農園での農作業
などに対する関心も高い。 

 

○都市農地保全に向けた取り組み 

・区では、都市農地の保全に向け、生産緑地
地区の追加指定、営農支援策の実施、農と
ふれあう機会の確保（農業体験農園、区民
農園、学校農園など）を展開。 

・また、農家単位でみると「体験農園方式」
により、農業経営に市民参加を活用する例
もみられる。 

 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 
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図：B区資料（平成23年）より作成 

N=988 

＜B区における各種取組＞ 

区民農園 農業体験農園 
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ブルーベリーなど観光農園で果
物の摘み取りをしてみたい 

区民農園や農業体験農園などで
農作業を体験してみたい 

農家の畑で野菜の収穫を体験し
てみたい 

農家の農作業を手伝ってみたい 

農家に従事できるよう本格的に
学び将来は農業に携わりたい 

ふれあってみたいとは思わない 

図：B区資料（平成23年）より作成 

出典：B区資料（平成23年） 

B区における農地の農業体験に関する意識調査 

写真：Ｂ区内の区民農園 
及び体験農園 
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○ 都市農業の現況 

《経営状況など》 

・Ｂ区で行われている農業の特性は、農家一
戸当たり農地面積が小さい、尐量多品目生
産、農外所得に大幅に支えられる収益構造
など、いわゆる都市農業の特性を有してい
る。 

《農業従事者の年齢構成》 

・対象地区が立地する都市全体では、農業従
事者のうち６１歳以上の割合は、平成２１
年現在で５割を超えている。また、平成４
年度～２０年度の間に、農家数は８９６戸
から５３５戸（△３６１戸）に減尐してい
る。 

《後継者の有無》 

・５０ａ以上の耕作面積を所有する農業生産
者では後継者のいる割合が高いが、 ５０ａ
未満の場合は、後継者がいない割合が高い。
都市全体では、後継者のいる割合は約３０ 

％程度となっている。 

《農地の減尐》 

・生産緑地地区に指定された農地は、経営に
対する税の影響に配慮した税制上の措置が
とられている。一方、都市農家の多くは農
地以外にも丌動産（宅地や屋敷林、賃貸ア
パート等の丌動産）を所有しており、相続
により農地の維持が難しくなると推測され
る。 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

 

図：B区及び農林水産省資料（平成23年）より作成 
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図：B区資料（平成16年）より作成 
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図：B区資料（平成23年）より作成 

世帯全体の収入額に占める農業収入額の割合 

出典：B区資料（平成22年） 

農家数の推移 
出典：B区資料（平成23年） 

一戸当たりの農地面積 
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出典：都市農業に関する実態調査（農林水産省） 

農家所得 

農業所得

約25％

不動産経営所得

約65％

その他の所得

農家所得

610万円

（100％） 注：都市農業実態調査における農家
所得は、農家の自己申告による
大まかな数字を基に推計した試
算値であり、あくまでも目安とし
て示したものであることに留意。 

 市街化区域内に農地を所有す
る農家4,707戸（61市区町）を対
象としたアンケート調査。有効
回答2,645戸（58市区町）、回答
率56.2％。調査期間平成22年８
月～23年８月。 

9 



 

 

○ ケーススタディ地区（Ｂ－１地区）の課題 

・ 今後、農業従事者の高齢化が進み、後継者
のいない農家において営農継続が困難とな
ることが予測されることから、生産緑地に
ついても農地の減尐が進むことが予想され
る。 

・例えば、一定の仮定※をおいた上で、Ｂ－１
地区における今後の生産緑地の変化を試算
すると、１０年後を想定したとき、生産緑
地は４分の１程度減尐する可能性があると
推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

 

《生産緑地の推移に関するシミュレーション（Ｂ-１地区）》 

図：Ｂ区都市計画概要図（平成23年） 、東京都土地利用現況調査（平成18年度）より作成 

平成33年 平成23年 

※仮定の条件 
・地区内の生産緑地の農家数 ２０  
・１０年以内の相続発生件数 ５  
・相続後、後継者がいる件数 ２  
  ⇒相続により生産緑地が約20％減と仮定 
・相続後、後継者がいない件数 ３ 
   ⇒生産緑地地区から除外されると仮定 
・生産緑地地区の追加指定はなし 

☆ケーススタディ地区は実在する都市を取り上げているが、資料については、議論
を進めるために一定の仮定をおき、作成している。 

地区面積　49.7ha
生産緑地

現在 7.8ha
10年後の推測 5.9ha
農地減尐面積 1.9ha
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《対応策に係るシミュレーション（Ｂ-1地区）》 

 ＜対応策を講じなかった場合：生産緑地減尐は４分の１程度＞  ＜対応策を講じた場合：生産緑地減尐は１割程度＞ 

生産緑地地区
の追加指定 

 

○考えられる方策 

・生産緑地制度を土台としつつ、農業後継者
の育成・確保、農業生産の振興等の取組を
強化するとともに、農業体験・教育・福
祉・都市防災などにおける都市住民の農に
対するニーズの高まりを積極的に取り込む
ことで、以下の通り生産緑地の減尐を抑え
られる可能性。 

 

○Ｂ－１地区におけるシミュレーション 

・対応策を講じなかった場合 

 生産緑地の減尐は10年間で４分の１程度。 

 生産緑地面積：7.8ha⇒5.9ha 

 

・対応策を講じた場合 

  生産緑地の減尐については10年間で１割程
度※に抑える効果があるのではないか。 

 生産緑地面積：7.8ha⇒7.0ha 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ② 考えられる対応策・効果 

 

※仮定にあたっての条件 

①生産緑地地区の追加指定は、3件計約3,000㎡程度と推計 
  （B区での追加指定は、１件あたり約1,000㎡を追加指定している実績より推計） 

②農業関連施策の強化等による都市農地の保全量を約8,000㎡と推計 
 （農業関連施策の強化等により、後継者のいない農家３件のうち２件で後継者が確保できたものと仮定。） 

  ※このうち、約5,000㎡を都市住民のニーズに応じた取組み（福祉関係者（高齢者、障害者等）、教育
関係者（小・中学生等）、地域住民等向け体験農園等）による都市農地の保全量と推計 

   （B区内の農業体験農園は15農園、１農園平均4,200㎡、応募倍率は3.9倍。当該地区の生産緑地面積の区全体面
積に占める割合を踏まえ、当該地区の体験農園のニーズを求めると約10,000㎡。地区内には、5,000㎡の農業
体験農園が既に存在していることから、体験農園のニーズがさらに5,000㎡程度あると仮定） 

図：Ｂ区都市計画概要図（平成23年） 、東京都土地利用現況調査（平成18年度）より作成 

☆ケーススタディ地区は実在する都市を取り上げているが、資料については、議論を進め
るために一定の仮定をおき、作成している。 

対応策により 
保全される農地 
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連携 

連携 

学校等 

住民団体 

連携 

５ ケーススタディ（３） 

 ② 考えられる対応策・効果 

 
《農業政策と都市政策が連携したまちづくりのイメージ》 

福祉関係者（高齢者、障害者
等）と連携した農の展開のイ
メージ 

写真：川崎市HP 
写真：「超高齢社会と農ある暮らし」
（財）都市農地活用支援センター 

防災協
定のイ
メージ 

写真：寝屋川市HP 

教育関係者（小・中学生
等）と連携した農の展開の
イメージ 

農業振興策の充実のイ
メージ（直売所の設置、
栽培施設の整備、援農
ボランティアの育成） 

写真：農林水産省提供 

写真：東京都HP 

地域住民等と連携した農の
展開のイメージ（農業体験
農園等） 
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 ○ケーススタディの結果 

 

 

 

 ○都市農地に関する議論について 

 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ③ 結果 と 論点 

● 生産緑地地区に指定された農地であっても、１０年後には約２５％
程度の農地が消失する見込み。 

● 生産緑地地区制度を土台としつつ、農業振興策の強化、農業体験、
教育、医療・福祉、都市防災など、都市住民のニーズの高まりに応じ
た取り組みを想定すると、消失する農地を１０％程度に抑えられる可
能性。 

●都市農地・都市農業については、現在、農林水産省において、農業政策
の観点から、都市農業の振興や都市農地の保全に関する施策の在り方に
ついて幅広い視点で検討を進めるための検討会が設置されたところ。 

● 今後、検討会における議論も踏まえつつ、都市農業政策との連携や都
市計画上のあり方について、検討を進める必要。 

 

●都市計画上のあり方の検討にあたっては、  

・現在の都市計画制度における市街化区域内農地は、良好な生活環境
の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地に適している
ものを生産緑地地区として位置づけているが、人口減尐期を迎える
今後の都市や都市住民にとり、改めて、都市農地にどのような意
義・役割が期待されるのか。 

・大都市と地方都市・大都市圏域間などの様々な地域差に照らし、都
市農地の位置づけ・あり方をどう考えるか。 

 など、都市農地に対する基本的な認識について、人口減尐期を迎える今
後の市街化区域像の性格付けと併せた議論が必要。 
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Ⅱ 市街化区域内農地に関する 

都市計画行政の取り組み 



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1920 1925 1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

万人

大都市圏

地方圏（沖縄県除き）

大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県 

（国勢調査より作成） 

（新）都市計画法 

急激な都市化に伴い、都市における土地利用の混乱、都市周辺部における市街地の無秩序
な拡散が生じ、不良市街地の形成や公共投資の非効率化が顕在化。 

スプロール現象を防止し、都市の秩序ある発展を図るため、一定期間内に積極的に市街化
を促進すべき区域と市街化を抑制すべき区域とに分け、段階的な市街地形成を図る    

「線引き」制度を導入 

都市計画法 

制定の背景 

大都市圏における 

急激な人口集中 

３０年間で 
３，０００万人増 

毎年１００万都市分の 
人口が大都市圏へ 
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急激な都市化と線引き制度 



マスタープラン 
  都道府県が策定する都市計画区域マスタープラン 

  市町村が策定するマスタープラン 

土地利用に関する計画 
   
   
 

都市施設に関する計画 
  交通施設、公共空地、供給処理施設 等 

市街地開発事業に関する計画 
  市街地開発事業 （土地区画整理事業、市街地再開発事業等） 

  市街地開発事業等予定地区 

都市計画区域 

地区計画 

区域区分（線引き）：市街化区域と市街化調整区域との区分 

地域地区 （用途地域、特別用途地区、都市再生特別地区等） 
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都市計画制度の枠組み 



区域区分（市街化区域と市街化調整区域との区分） 都市計画法第７条 

○無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を区分 

○三大都市圏や政令市等の大都市の都市計画区域では、線引きは必須 

都市計画区域 

市街化調整区域 
市街化を抑制すべき区域 

市街化区域 
既に市街地を形成している区域 及び 

おおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域 
17 

区域区分（線引き制度）について 



昭和４３年 新都市計画法施行に伴い、線引き制度導入 

  → 三大都市圏等の都市において、市街化区域を設定 ＝ 市街化区域内農地の発生 

   → 市街化区域は「おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化すべき区域」    

      市街化区域内農地については農業委員会への届け出のみで転用自由 

昭和４６、４８年 税制改正により、市街化区域内農地の宅地並課税導入 

昭和４９年 旧生産緑地制度創設（一般農地並の税制措置） 

  → 地方自治体ごとに独自の課税減額措置等 ～ 生産緑地の指定進まず 

     （Ｓ５１：第一種生産緑地 314.8ha、第二種生産緑地 287.4ha） 

昭和５０年 相続税納税猶予制度（相続後２０年間営農を条件に相続税免除） 

昭和５７年 長期営農継続農地制度（一定期間の営農を条件に宅地並課税を免除） 

昭和６３年  「総合土地対策要綱」（閣議決定）  

   → 大都市地域の市街化区域内農地は、都市計画において宅地化するものと保全するものを区分 

   → 保全すべき農地は生産緑地地区に指定 長期営農継続制度、相続税納税猶予制度の見直し 

平成３年  「総合土地政策推進要綱」（閣議決定） 

   →  三大都市圏の特定市の市街化区域内農地は、都市計画において宅地化するものと保全するものを区分 

   →   保全する農地は生産緑地地区に指定 

平成３年  生産緑地法改正 

市街化区域内農地の経緯 
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 第１条（目的） 

 農林漁業との調整を図りつつ、良好な都市環境の形成に資することを目的とする 

 第３条（生産緑地地区の都市計画） 
 〈指定要件〉 

      ① 公害等の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相当の効果があり、かつ公共施設等の敷地と
して適していること 

  ② 500㎡以上の規模の区域であること 
  ③ 用水等、農林漁業の継続が可能な条件を備えていること 

 ・ 指定にあたっては、農地所有者等の同意を得なければならない 

 第７条（生産緑地の管理） 
 生産緑地の使用・収益権を有する者は、生産緑地を農地等として管理しなければならない（必要な助言、土地交換の斡旋その他の援

助を市町村長に求めることができる） 

 第８条（行為の制限） 
 生産緑地地区内では、① 建築物その他の工作物の新築、改築、増築、② 宅地の造成、土石の採取その他土地の形質の変更、③ 水

面の埋め立て又は干拓は、市町村長の許可がなければしてはならない 
 市町村長は、農林漁業を営むために必要な行為で生活環境の悪化をもたらすおそれが無いと認めるものに限り、許可をすることがで

きる 

 第１０～１３条（生産緑地の買取り等） 
 ① 生産緑地地区の都市計画決定後30年経過したとき、又は② 農林漁業の主たる従事者の死亡等の場合、市町村長に生産緑地を

買い取るよう申し出ることができる（特別の事情等がない限り、市町村長は時価で買い取るものとする／申し出後一ヶ月以内に買い取
る又は買い取らない旨を書面で回答／生産緑地を買い取らない場合、農林漁業に従事することを希望する者へのあっせんに努めな
ければならない） 

 第１４条（行為制限の解除） 
 買取りの申し出から３ヶ月以内に所有権の移転が行われなかった場合、当該生産緑地には行為の制限等は適用されない 
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生産緑地地区制度の概要（生産緑地法） 
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市街化区域内農地の状況（東京都三鷹市） 



三大都市圏特定市の 

市街化区域内農地 

宅地化農地 

（生産緑地以外） 
保全農地 

（生産緑地） 

一般市町村の 

市街化区域内農地 

市街化区域外の 

農地 

（都市計画区域内） 

（参考） 
都市計画区域外 

の農地 

特になし 

 

３０年間 

建築制限 

特になし 

 
市街化調整区域内は

開発抑制 

農地転用は原則自由（届出制） 
※農業振興施策の大半は対象外 

農地転用は原則不自由（許可制） 
一定の場合、賃貸借可能 

宅地並み評価 

宅地並み課税 

宅地並み評価 

農地に準じた課税 

農地評価 

農地課税 

農地評価 

農地課税 

 

納税猶予なし 

 

納税猶予あり 

終身営農で免除 

 

納税猶予あり 

２０年営農で免除 

 

納税猶予あり 
※農業経営基盤強化促進法に基づく貸借の場合、農

地利用の終身継続を条件に納税猶予を適用 

終身営農で免除（Ｈ２１改正前は２０年） 

区 分 

都市計画制限 

（都市計画法） 

農地転用の 

制限（農地法） 

固定資産税の 

課税 

相続税の 

納税猶予 

厳しい建築制限 

に応じ、ほぼ 

農地と同等の 

課税措置 

宅地と同等の制限 

に応じ、ほぼ 

宅地と同等の 

課税措置 

転用制限（許可制）に応じて 

評価、固定資産税を課税 

相続税を納税猶予 

－ 

 

※ 「特定市」とは 
 ① 都の特別区の区域  ② 首都圏、近畿圏又は中部圏内にある政令指定都市 
 ③ ②以外の市でその区域の全部又は一部が三大都市圏の既成市街地、 近郊整備地帯等の区域内にあるもの 
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（参考）農地における行為制限と課税の関係 



都市緑地法に基づき市町村が策定する法定計画                                  
緑の目標や配置方針、具体的な都市緑化や都市公園の整備等の方針を位置づけるマスタープラン 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別緑地保全地区制度 

緑地保全地域制度 

市民緑地制度 

歴史的風土特別保存地区制度 

生産緑地地区制度 

都市に残る        
貴重なみどりを保全 

等 

緑地の保全 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑化地域制度 

緑化施設整備計画認定制度 

緑地協定制度 

市民緑地制度(人工地盤型) 

公共公益施設等の緑化  
民有地の緑化を推進 

等 

緑化の推進 

 緑の基本計画 

緑の基本計画に基づき、多様な事業手法・制度により都市における緑の総合的な保全・整備を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市公園事業 

市街地等において     
新たな緑の拠点を創造 

等 

都市公園の整備 

風致地区制度 
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都市の緑に関する施策の体系 



23 

・都市公園の整備、緑地の保全、 

 緑化の推進の総合的計画として 

 市区町村が策定。 

・都市計画の整開保に即して定めら 

 れる市町村MPと適合して策定。 

・公聴会の開催などにより、住民の 

 意見の反映が義務付け。 

●藤沢市緑の基本計画 

・全国６４８市区町村で策定済み  

（Ｈ22年度末現在） 

・策定率は人口５０万人以上 

 の都市で１００％、 

 １０万人以上の都市で９０％ 
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緑の基本計画制度 



特別緑地保全地区制度 

24 

○指定状況（H22年度末現在） 
 419地区、 2,369ｈａ 

 （近郊緑地特別保全地区を除く） 

・都市において自然的環境を形成している緑地を市町村（面積が10ha以上かつ２以上の市  
 町村の区域にわたるものは都道府県）が都市計画に定め、開発行為等を許可制 により規 
 制し、現状凍結的に保全 
・開発行為等が不許可の場合に土地の利用に著しく支障をきたす場合、土地所有者の申 
  し出により、行政等が買入れ 

○国庫補助  土地の買入れ（１／３）及び保全利用施設の整備（１／２） 
          （社会資本整備総合交付金） 
○税制措置  固定資産税が最高１／２の評価減（管理協定を締結すれば非課税） 
          相続税が山林・原野については８割評価減（管理協定と併用すればさらに 
          ２割評価減） 
         地方公共団体等が土地を買い入れる場合、譲渡所得税2000万円控除等 

熱田神宮緑地保全地区（名古屋市） 狛江弁財天緑地保全地区（東京都狛江市） 小沢城址緑地保全地区（川崎市） 

緑地の保全 
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市民緑地制度 

25 

○契約締結状況（H22年度末現在） ：162地区、約9０ｈａ 

・地方公共団体等が土地所有者と契約し、雑木林・屋敷林などの民有緑地を管理すると 
  ともに、地域住民が利用する緑地として公開 
・案内板、ベンチなど、必要に応じ、利用や管理に必要な施設を整備。 
・企業敷地内の緑地、人工地盤上の緑地などを市民緑地に指定することも可能。 

○国庫補助 ・市民緑地契約に基づく施設整備（社会資本整備総合交付金） 
○税制措置 ・固定資産税が非課税（地方公共団体に無償貸し付けの場合） 

     ・相続税が２割評価減（契約期間２０年以上などの条件を満たす場合） 

←北烏山九丁目屋敷林市民緑地（東京都世田谷区） 

第１号市民の森（埼玉県鶴ヶ島市） きたっぱら憩いの森（東京都練馬区） 

緑地の保全 



緑の基本計画に市街化区域内農地を位置づけている例 

みどりとみずのまちの将来構造図 

「世田谷区みどりとみずの基本計画」 

目標とする将来像 
「みどりとみずの環境共生都市・世田谷」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農地が多い 
住環境エリア 

緑化重点 
地区 

みどりの 
ネットワーク 

みどりの 
拠点 

骨格的なみどり 
とみずの軸 

みどりと 
みずの軸 

みどりの軸 

＜基本方針＞ 

施策の体系 
＜施策＞ 

世田谷らしいみどりと
みずの保全 

地域の水循環の回復
と水環境の再生 

地域にあったみどりと
みずの創出 

みどりとみずのある
暮らしの応援 

 国分寺崖線の保全 

 生物多様性空間の保全・回復と 
 ネットワーク化 

 社寺林や屋敷林など地域の歴史を 
 伝えるみどりの保全 

 農が培ってきたみどりの保全 

 
 
 
 
 
 
 
 

・農業の基盤づくり 
・ふれあい農業の推進 
・体験農園の拡充 
・区民農園の充実 
・新たな生産緑地地区の指定 
                  等 
 

【推進の考え方】 

住宅地では、農地や樹林のみどりを保全しつつ、新
たな緑化を進め、地域特性に合った景観をつくりま
す。 
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 世田谷区では、既存の都市公園の周辺に点在する農地を一体的に活用
し、農地を活かしたまちづくりの拠点として活用するため、生産緑地の所有
者と協議の上、都市計画公園に指定。 

 →区内に残るまとまりのある農地の保全を実現。 

 →生産緑地の買取り申出があった場合、通常の都市計画事業用地  
  として予算措置が可能。 
 →農地所有者の、所有する農地は公有地化されても農地として存続 
  させたい、という意向。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○方針の位置付け 

 ・「みどりとみずの基本計画」における農地保全のた
めの対応策。 

 ・農地は、「都市整備方針」や「風景づくり計画」でも
貴重な財産として保全、活用していくこととしており、
整合を図る。 

 ・「農業振興計画」との整合を図る。 
 
○農地保全重点地区を指定 
    ※世田谷区みどりの基本条例に基づく地区指定 

○農地の保全策 
 ・宅地化農地を生産緑地に追加指定 
 ・宅地化農地を区民農園等として活用 
 ・屋敷林を市民緑地等に重点的に指定 
 ・保存樹林地の支援を拡充 
 
○農業振興等拠点の整備 

 ・農地を活かしたまちづくりの拠点として有効性が高
い農地等について面積1ha以上等で都市計画公
園・緑地に指定。 

 ・農地の取得後は、区民参加農園、教育・福祉農園、
多様な農業者の育成・支援のための農園、実験農
園、緑化のための花苗の生産農園のいずれかとし
て活用。 

 ・農園の管理運営は農業関係団体、区民活動団体、
学校法人等と連携して実施。 

市街化区域内農地を都市公園として保全する例 

「世田谷区農地保全方針 都市計画公園の指定 

既都市計画公園区域   約０．５３ｈａ 

都市計画公園追加区域  約０．７７ｈａ 

 

 

 

 

 

都市内に残ったまとまりのある農地 
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 大都市と地方都市など、地域の状況により、市街化区域内農地に関する関係者（農家、市民、行政）の考え方が
大きく異なること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業、農地、農家それぞれの課題に対応する必要があること 

 都市計画手法（土地利用の制限等）では「農業の継続」を担保することが極めて困難であり、営農環境の整備など
都市農業振興策との一体的な取り組みが必要であること 

 農業の構造的な問題（収益性の低さ、労働力不足等）への対応、小規模な農地が分散する都市農地の特性を活
かした新たな農業の構築が求められること  等 

大都市                            

•市街地内の緑地が絶対的に不足しており、農地は都市の貴

重な環境施設として積極的に保存すべきとの要望が大きい 

•行政も、農地の多面的機能を評価し独自の支援策を講じる

など積極的に保存推進の意向 

•激しい宅地化の波をくぐり抜けて存続した農地であり、営農

意欲の高い農家が比較的多い 

•消費地近接を活かした契約栽培、直売方式、庭先販売等に

より、労働集約的、多品種尐量生産、高付加価値型生産に

よる畑作経営やもぎとり園、体験農園など市民参加型農業

の成立（多様な経営が可能） 

•農作業への市民参加の気運が比較的高い 

•農外所得（賃貸住宅等）に大幅に依存、宅地等を含む相続

により農地の維持が困難化するおそれ 

地方都市                            

•農業施策は市街化調整区域の農地が中心、農家も調整区

域での営農が中心で市街化区域内農地では開発を期待 

•行政も、調整区域の開発を抑制しコンパクトな街づくりを進

める上でも、市街化区域内農地は引き続き宅地化促進の意

向、都市農業振興の観点はほとんど無い 

•稲作中心であり、小規模分散の市街化区域内農地は非効

率、労働力も不足 

•賃貸住宅等の需要低迷により不動産収入は期待薄、宅地

化し売却の意向 

•固定資産税の負担感が大きいが、地価が安いため相続税

の負担感は大都市に比べれば相対的に小さい 
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市街化区域内農地の検討上の課題 



○都市計画制度小委員会の資料 

  社会資本整備審議会 都市計画制度小委員会の資料は、 

  国土交通省ホームページに全資料・議事録が掲載されています。 

    http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_toshikeikakuseido01.html 


